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 配置予定監理技術者等の確認 落札者決定
後、ＣＯＲＩＮＳ等により配置予定主任（監
理）技術者の専任制違反の事実が確認された
場合、契約を結ばないことがある。
なお、種々の状況からやむを得ないものと
して承認された場合の外は、配置予定技術者
の変更は認められない。
 手続における交渉の有無 無。
 契約書作成の要否 要。
 当該工事に直接関連する他の工事の請負契
約を当該工事の請負契約の相手方と随意契約
により契約を締結する予定の有無 無。
 低入札価格調査を受けた者に係る契約保証
金の額は100分の３以上とする。
低入札価格調査を受けた者との契約に係る
前金払いの金額は、請負代金額の10分の２以
内とすること。
 契約締結後のＶＥ提案 契約締結後、受注
者は、設計図書に定める工事目的物の機能、
性能等を低下させることなく請負代金額を低

減することを可能とする施工方法等に係わる
設計図書の変更について、発注者に提案する
ことができる。この提案が適正と認められた
場合は、設計図書を変更し、必要があると認
められた場合には請負代金額の変更を行うも
のとする。詳細については特別仕様書による。

ただし、利付国債の提供（保管有価証券
の取扱店 日本銀行那覇支店）又は銀行等
の保証（取扱官庁沖縄総合事務局）をもっ
て入札保証金の納付に代えることができ
る。
また、入札保証保険契約の締結を行い、
又は契約保証の予約を受けた場合は、入札
保証金を免除する。
 契約保証金 納付。（保管金の取扱店 日
本銀行那覇支店）
ただし、以下の条件を満たすことにより
契約保証金の納付に代えることができる。
ア 利付国債の提供（保管有価証券の取扱
店 日本銀行那覇支店）
イ 金融機関若しくは保証事業会社（公共
工事の前払金保証事業に関する法律（昭
和27年法律第184号）第２条第４項に規
定する保証事業会社をいう。）の保証。（取
扱官庁沖縄総合事務局）
また、公共工事履行保証証券による保
証を付した場合又は履行保証保険契約の
締結を行った場合には、契約保証金の納
付を免除する。

 入札の無効 本公告に示した競争参加資格
のない者のした入札、申請書又は確認資料に
虚偽の記載をした者の入札及び入札に関する
条件に違反した入札は無効とする。

 ＶＥ提案内容については、その後の工事に
おいて、その内容が一般的に使用されている
状態となった場合は、無償で使用できるもの
とする。ただし、工業所有権等の排他的権利
を有する提案については、この限りではない。
 発注者がＶＥ提案を適正と認め、設計図書
の変更を行った場合においてもＶＥ提案を
行った建設業者の責任が否定されるものでは
ない。
 施工体制確認のためのヒアリングを実施す
るとともに、その際、追加資料の提出を求め
ることがある。
 関連情報を入手するための照会窓口 上記
４に同じ。
 一般競争参加資格の確認を受けていない者
の参加 上記２に掲げる一般競争参加資格
の確認を受けていない者であっても、上記４
により申請書及び確認資料を提出すること
ができるが、競争に参加するためには、開札
の時までに、当該資格の確認を受け、かつ、
競争参加資格の認定を受けていなければなら
ない。
 電子入札について
 電子入札方式による手続き開始後に、紙
入札方式への途中変更は原則的に行わない
ものとするが、入札参加者にやむを得ない
事情が生じた場合には、発注者の承諾を得
て紙入札方式に変更するものとする。
 電子入札方式に障害等やむ得ない事情が
生じた場合には、紙入札方式に変更する場
合がある。
 電子入札方式に係わる運用については、
「沖縄総合事務局総務部電子入札運用基
準」による。

 出来高部分払方式 本工事において、中間
前金払に代わり、既済部分払を選択した場合
は、短い期間で出来高に応じた部分払や設計
変更協議を実施する「出来高部分払方式」を
採用する。

５）本工事は、契約手続きにかかる書類の授
受を、原則として電子契約システムで行う
対象工事である。なお、電子契約システム
により難いものは、発注者の承諾を得て紙
契約方式に代えることができる。紙契約方
式の承諾に関しては、下記５の担当部局
に紙契約方式承諾願を提出すること。
６）本工事は、「建設工事に係る資材の再資源
化等に関する法律」（平成12年法律第104号）
に基づき、分別解体等及び特定建設資材廃
棄物の再資源化等の実施が義務づけられた
工事である。
７）本工事は、総価契約単価合意方式の対象
工事である。本工事では、受発注者間の双
務性の向上とともに、契約変更等における
協議の円滑化を図るため、契約締結後受発
注者間の協議により総価契約の内訳として
単価等を合意することとする。

６ Summary
 Official in charge of disbursement of the
procuring entity : Kazuya Goto, Director‑
General of the General Affairs Department,
Okinawa General Bureau, Cabinet Office
 Classification of the services to be pro‑
cured : 41
 Subject matter of the contract : Construc‑
tion work of the Nakahara Subsurface
Dam Ugantanbu, Miyakoirabu National Ir‑
rigation Project.

 Time limit for the submission of applica‑
tion forms and relevant documents for the
qualification : 4 : 30 P.M. 9 October 2019
 Time limit for the submission of tenders
by electronic bidding system : 4 : 00 P.M. 19
November, 2019, in case of submission by
document : 3 : 00 P.M. 19 November, 2019,
 Contact point for tender documentation :
Misaki Higa, Accounts Division, General
Affairs Department, Okinawa General Bu‑
reau, Cabinet Office, 211 Omoromachi,
Naha City Okinawa 9000006 Japan,
TEL 0988660031 ext. 81341

 営業所の専任技術者と工事の配置予定技術
者の重複確認について 落札者となった者
は、落札決定後、契約締結までに配置予定技
術者が営業所の専任技術者と重複していない
ことが確認できる資料を提出するものとす
る。
 その他 詳細は入札説明書による。

入 札 公 告（建設工事）
次のとおり一般競争入札に付します。
本工事は、電子契約システム対象案件です。
令和元年９月９日

支出負担行為担当官
北陸地方整備局長 吉岡 幹夫

◎調達機関番号 020 ◎所在地番号 15
１ 工事概要
 品目分類番号 41
 工事名 Ｒ１４朝日温海道路４号トンネ
ル工事（電子入札対象案件）（電子契約対象案
件）
 工事場所 新潟県村上市大沢地先
 工事内容
トンネル工 １式
トンネル工（機械掘削） 11773ｍ
覆工コンクリート工・防水工 11773ｍ
インバート工 １式
坑門工（明巻７ｍ、抗門工07ｍ） １式

坑内付帯工 １式
仮設工 １式
地質ボーリング工 １式
 工期 契約締結日の翌日から1147日間
 工事の実施形態
１）本工事は、入札時に施工方法等の提案を
受け付け、価格以外の要素と価格を総合的
に評価して落札者を決定する施工体制確認
型総合評価落札方式（技術提案評価型Ｓ型）
の試行工事である。
２）本工事は、一次審査の審査評価点の合計
が上位15者（ただし、15者目の審査評価点
と同点の者が複数いる場合は、その全ての
者を含む。）以外の競争参加者による入札は
無効とする段階的選抜方式の適用工事であ
る。
３）本工事は、契約締結後に施工方法等の提
案を受け付ける契約後ＶＥ方式の試行工事
である。
ただし、総合評価に係る技術提案の範囲
は対象としない。
４）本工事においては、資料の提出及び入札
等を電子入札システムにより行う。なお、
電子入札システムにより難いものは、発注
者の承諾を得て紙入札方式に代えることが
できる。紙入札方式の承諾に関しては、下
記５の担当部局に承諾願を提出するこ
と。
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